
 - 13 -

 

平成２１年特定サービス産業実態調査結果の速報 

大阪府総務部統計課事業・産業グループ 

（今回公表の詳細は当課ホームページをご覧ください。http://www.pref.osaka.jp/toukei/top/index.html） 

 

特定サービス産業実態調査は､ 我が国のサービス産業の実態と事業経営の現状を明らかにし､サービス

産業に関する施策の基礎資料を得ることを目的に、統計法（平成19年法律第53号）に基づく基幹統計調

査として、特定サービス産業実態調査規則（昭和49年通産省令第67号）により平成21年 11月１日に実

施しました。 

 

調査の実施者及び経路は以下のとおりです。 

 

 

調査の対象範囲は、 

1)ソフトウェア業[391]  2)情報処理･提供サービス業[392]  3)インターネット付随サービス業[401] 

  4)映像情報制作･配給業[411]   5)音声情報制作業[412]   6)新聞業[413]   7)出版業[414]  

8)映像･音声･文字情報制作に附帯するサービス業[416]   9)クレジットカード業･割賦金融業[643]  

10)各種物品賃貸業[701]   11)産業用機械器具賃貸業[702]   12)事務用機械器具賃貸業[703]  

13)自動車賃貸業[704]   14)スポーツ･娯楽用品賃貸業[705]   15)その他の物品賃貸業[709]  

16)デザイン業[726]   17)広告業[731]   18)機械設計業[743]   19)計量証明業[745]  

20)冠婚葬祭業[796]  21) 映画館[801]  22) 興行場･興行団[802]  23) スポーツ施設提供業[804] 

24) 公園、遊園地･テーマパーク[805]   25)学習塾[823]   26)教養･技能教授業[824]  

27)機械修理業[901]   28）電気機械器具修理業[902]   

の 28業種で、うち4)、5)、6)、7)、8)、9)の６業種については国の直轄調査のため、その他の22業種

について大阪府が速報を公表します。（[ ]内の数字は日本標準産業分類小分類のコード番号） 

 

なお、今回より大部分の業種が標本調査に変更されました。そのため今回の調査結果につきましては、

拡大推計された数字となっています。 

 

本調査の「確報」については国、府ともに来年１月以降に公表の予定です。 

 

  

１ 調査結果の概況 

(1)事業所数  

事業所数が多いのは、教養・技能教授業の5,730事業所で、次いで、学習塾の3,204事業所、ソフトウ

ェア業の 1,616 事業所となっています。一方、事業所数が少ないのは、公園、遊園地・テーマパークの 5

事業所となっています。 

 

(2)主業における事業従事者数 

主業における事業従事者数が多いのは、ソフトウェア業の 60,049 人で、次いで、教養・技能教授業の

31,086人となっています。一方、主業における事業従事者数が少ないのはスポーツ・娯楽用品賃貸業の99

人となっています。 

    ※主業における事業従事者数とは、事業所の従業者数から「別経営の事業所へ派遣している人」を除き、

「別経営の事業所から派遣されている人」を加えた、いわゆる実際に従事している者をいいます。 
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(3)主業における年間売上高 

主業における年間売上高が大きいのは、広告業の1兆1827億 51百万円で、次いで、ソフトウェア業の

1兆484億 45百万円となっています。 

※なおスポーツ・娯楽用品賃貸業については、公表時点から国において秘匿されています。 

 
表 各業種区分における事業所数、事業従事者数、年間売上高、１事業所当たりの従業者数等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

（人） （人） （人） （人） （人） （万円） （万円）

ソフトウェア業 1,616 61,261 64,468 60,049 1,248,622 1,048,445 38 37 77,260 64,874

情報処理・提供サービス業 666 21,723 23,157 19,877 377,996 280,329 33 30 56,795 42,120

インターネット附随サービス業 116 2,381 2,544 2,169 68,623 57,328 20 19 59,067 49,344

各種物品賃貸業 50 2,659 2,743 2,619 579,164 484,526 53 52 1,160,430 970,811

産業用機械器具賃貸業 402 5,690 5,743 5,589 499,152 409,235 14 14 124,060 101,712

事務用機械器具賃貸業 22 786 795 765 116,557 107,704 36 35 532,122 491,705

自動車賃貸業 237 2,604 2,641 2,405 190,265 161,230 11 10 80,116 67,890

スポーツ・娯楽用品賃貸業 7 109 109 99 1,051 x 17 15 16,129 x 

その他の物品賃貸業 607 7,193 7,377 7,004 66,814 52,686 12 12 11,006 8,678

デザイン業 1,276 5,813 5,838 5,663 62,908 60,503 5 4 4,929 4,740

広告業 1,064 20,340 21,300 20,270 1,208,055 1,182,751 19 19 113,539 111,161

機械設計業 333 2,710 2,362 2,238 50,624 43,105 8 7 15,217 12,957

計量証明業 34 716 720 617 7,494 5,409 21 18 22,040 15,910

冠婚葬祭業 432 8,259 9,045 8,206 144,998 137,160 19 19 33,564 31,750

映画館 33 1,264 1,264 855 15,596 12,446 38 26 47,260 37,717

興行場、興行団 125 5,868 6,023 3,037 55,173 51,761 47 24 44,138 41,409

スポーツ施設提供業 728 19,990 20,507 19,151 151,662 127,775 27 26 20,833 17,551

公園、遊園地・テーマパーク 5 5,806 5,835 3,066 74,828 44,917 1,161 613 1,496,560 898,344

学習塾 3,204 24,096 24,194 24,195 78,835 78,075 8 8 2,461 2,437

教養・技能教授業 5,730 25,793 32,011 31,086 85,489 82,245 5 5 1,492 1,435

機械修理業 677 9,215 9,368 8,776 193,886 157,433 14 13 28,649 23,262

電気機械器具修理業 429 7,452 8,082 6,444 183,110 116,573 17 15 42,660 27,158

業種区分（主業） 事業所数

従業者数

事業従事者数

うち、主業
における事
業従事者数 計

１事業所当たり

従業者数 主業事業
従事者数

年間売上高
主業年間
売上高

年間売上高(百万円）

うち、主業年
間売上高


